
事務事業No 事業名 [事業基本情報]

578 ○ 管理経費

分野別目標 1 ○ 法定受託事務

政 策 2

施 策 3

基本方針 1

継続 主な事務事業

事業実施の根拠法令

関連個別計画

担当課・担当課長（Tel） 井本　博隆 (428-0119) 「３つの約束・４４の約束」との関連性

関連課 まちを元気に 人を元気に 非該当

○

４４の約束 ○

１　事業概要及び実施内容

事
業
概
要

２　事業コスト

当初予算 決算 当初予算 決算 計画 決算 決算 計画 決算

3,568 4,458 3,165 3,165 3,165

- - -11.3% 0.0% 0.0%

9,215 10,124 8,005 8,005 8,005

4,018 2,339 420 420 420

13,233 12,463 8,425 8,425 8,425

553 901

600
3,015 2,957 3,165 3,165 3,165
1.24 1.33 1.05 1.05 1.05

1.90 1.11 0.28 0.28 0.28

３　目標及び実績
平成25年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

年度目標値 280 300 300 300

実績値 312

全体目標値 1,480 全体目標達成度 21.1% 年度別達成度 111.4%

年度目標値

実績値

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度

年度目標値 43,500 49,500 52,500 55,500

実績値 48,652

全体目標値 55,500 全体目標達成度 87.7% 年度別達成度 111.8%

年度目標値 42 46 48 50

実績値 50.9

全体目標値 50 全体目標達成度 101.8% 年度別達成度 121.2%

単位

実
施
内
容

○普通救命講習185回
○上級救命講習6回
○応急手当普及員講習6回
○その他応急手当講習115回

合計312回
　　9,701人受講

○普通救命講習190回
○上級救命講習6回
○応急手当普及員講習4回
○その他応急手当講習100回

合計300回
　　9,000人受講

○普通救命講習190回
○上級救命講習6回
○応急手当普及員講習4回
○その他応急手当講習100回

合計300回
　　9,000人受講

○普通救命講習190回
○上級救命講習6回
○応急手当普及員講習4回
○その他応急手当講習100回

合計300回
　　9,000人受講

○普通救命講習190回
○上級救命講習6回
○応急手当普及員講習4回
○その他応急手当講習100回

合計300回
　　9,000人受講

平成29年度

計画

0.0%

8,005

事業費 3,165

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

伸び率（％）

活
動
指
標

そ の 他

普通、上級救命講習、その他の応急手当講習開催数

0.28

指標名及び達成状況

国庫支出金

県支出金

8,425

人件費

常勤職員

非常勤職員

・応急手当普及啓発消耗品　310千円

1.05

小計

事
業
費
等
 
千
円

平成26年度

所要人数
常勤職員

非常勤職員

成
果
指
標

単位 回

3,165一般財源（税等）

市　　債

46,500

300

主な予算内訳

420

心肺停止傷病者に対するバイスタンダーの応急手当実施数（％）

救命講習修了者数(応急手当バイスタンダー累計)

単位 人

単位

44

％

事業進捗管理シート

応急手当普及啓発事業（一般市民対象の救急講習の開催等）
事業区分(1)

事業経費

その他

救急・救助体制の充実

安心して、安全に暮らせるまち

その他

○

款

事業種別

応急手当の普及

事業区分(2)
自治事務

消防・救急救助体制の充実

消防費

目 消防費

一般会計

消防費

会計・
予算区分

事業期間 ～ 大事業

項

消防事業

平成２７年度 平成２８年度平成２５年度 平成２６年度

事業目的（「誰・何」をどういう状態にする」ための事業か) 事業内容
　救命講習内容
①受講対象者は、市民又は市内に勤務する者としています。
②開催場所は、消防局や各消防署所又は事業所、学校、地区公民館などに出向もします。
③受講費は無料です。
④講習種別は
　ア　普通救命講習（3時間）：心肺蘇生法、AEDの使用方法など救命のための講習
　イ　上級救命講習（8時間）：①のほかに搬送法、三角巾法など全般的な応急手当講習
　ウ　紹介講習（1～2時間程度）：上記①、②以外の応急手当紹介講習
　エ　普及員講習（24時間）：市民が普通救命講習の指導者となるための講習会です。
⑤指導者は、救急隊員（非番、当務）が主担の消防職員、消防協会などです。

救える命を救うために、一般市民を対象に心肺蘇生法やAEDの
使用方法など応急手当を指導する講習会を開催するなど、市民
の応急手当率を上昇させ救命効果の向上や後遺症の軽減を図り
ます。

警防課

産業を元気に

会計

平成２９年度

救急高度化等推進整備事業事項

３つの約束

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 対象外

○
評価年度


